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第１章 検討の目的 

1.1 背景・目的 

旧橋は，昭和 36年（1961 年）に PC 単純ポステン×3 連で架橋され，塩害による劣化により平成 13

年（2001 年）に現橋への架替が実施された。 

新橋は，旧橋より海側に架設することから，それまでの塩害対策では，耐久性に課題があった。 

そこで，既設橋梁の塩害対策に適用し始めていた電気防食に着目したが，新設橋梁での電気防食事

例が乏しかったことから，「新道路技術 5ヵ年計画（平成 10年（1998 年）11 月策定）」の一環で実証

実験として，電気防食の有効性の確認と工法選定のための指標を得る目的で電気防食を設置した。 

外部電源方式は４工法，チタンリボンメッシュ方式，チタングリッド方式，チタンロッド方式，チ

タン溶射方式を設置した。 

 

図 1.1.1 電気防食概要図 

 

 

 

図 1.1.2 電気防食状況 

 

1.2 対象橋梁概要 

橋長：75.300ｍ 

幅員：21.0ｍ 

上部工形式：PC2 径間連結ポストテンション方式バイプレ中空床版橋 

完成：平成 13年（2001 年） 

 

 

図 1.2.1 橋梁一般図 
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1.3 補修補強履歴 

表 1.3.1 補修履歴一覧 

年度 内容 

平成 21年 

（2009 年） 
伸縮装置取替え 

平成 22年 

（2010 年） 
電気防食整備補修工（チタングリット方式：ch4，照合電極取替え：ハフニウム→鉛） 

平成 23年 

(2011 年) 
電気防食整備補修工（チタングリット方式：ch1，照合電極取替え：ハフニウム→鉛） 

平成 24年 

(2012 年) 
電気防食整備補修工（チタングリット方式：ch2・3，照合電極取替え：ハフニウム→鉛） 

 

第２章 電気防食概要 

2.1 電気防食概要図 

以下に示す。 

表 2.1.1 電気防食概要図 

新名立大橋 
 

名立大橋近傍暴

露桁供試体 
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2.2 測定回路一覧 

局舎内の直流電源装置内の回路を以下に示す。 

 

表 2.2.1 計測回路一覧 

新名立大橋 
回路 1：チタンリボン

メッシュ 
回路 2：チタングリット 回路 3：チタンロッド 回路 4：チタン溶射 

名 立 大 橋

近傍暴露桁供試体

回路 5：チタンリボン

メッシュ 
回路 6：チタングリット 回路 7：チタンロッド 回路 8：チタン溶射 

回路 9：無対策 回路 10：塗装 
回路 11：高流動コン

クリート 
 

 

2.3 全体概要 

次頁に示す。 
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図 2.3.1 新名立大橋及び名立大橋近傍暴露供試体電気防食全体 
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2.4 試験施工工法特徴 

電気防食方式の概要を表 2.4.1 に示す。 

表 2.4.1 電気防食方式概要 

方式 

外部電源方式 

線状陽極方式 点状陽極方式 面状陽極方式 

チタングメッシュ方式 チタングリッド方式 チタンロッド工法 チタン溶射方式 

概要図 

  

 

 

概要 

金属酸化物をコーティン

グしたリボンメッシュ陽

極をコンクリート表面に

一定間隔で切削した溝に

設置し，セメントモルタ

ルにより充填する 

金属酸化物をコーティン

グしたグリッド陽極をコ

ンクリート表面に一定間

隔で切削した溝に設置

し，セメントモルタルに

より充填する 

金属酸化物をコーティン

グした線状の内部挿入陽

極をコンクリートにあけ

た直径 12mm～25mm の孔の

内部にバックフィルと共

に挿入する。各電極はチタ

ンワイヤーで結束し，モル

タルで埋設する 

金属チタンをコンクリー

ト表面に溶射し，触媒液塗

布をすることにより，陽極

皮膜を形成する 

特

徴 

死荷重

増加 

無し 無し 無し 無し 

◎ ◎ ◎ ◎ 

切削の

有無 

有り（範囲大） 有り（範囲中） 有り（削孔） 無し 

▲ △ △ ◎ 

設置後

の観察

性 

目視可能 目視可能 目視可能 
主桁コンクリートは目視

できない 

◎ ◎ ◎ ▲ 

飛砂耐

久性 

耐久性あり 耐久性あり 耐久性あり 耐久性なし 

◎ ◎ ◎ × 

 

第３章 10 ヵ年調査（追跡調査） 

3.1 目的 

塩害による鉄筋コンクリート構造物の鉄筋腐食を未然に防止するために，桁の底面に電気防食を行

った。 

電気防食工法の効果を確認するために平成 13 年（2001 年）から平成 22 年（2010 年）の 10 年間，

追跡調査を行った。 

なお，平成 22年（2010 年）以降も目視調査と自然電位測定は，継続して実施している。 

 

3.2 実施方法 

調査内容，方法を表 3.2.1 に，期間を表 3.2.2 に示す。 

また，腐食環境調査（気象調査・飛来塩分調査・凍結防止剤散布量調査）は，別資料（環境の違い

による塩害進行予測手法の検討）にてまとめる。 
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表 3.2.1 追跡調査内容及び方法 

項目 内容 方法 

腐
食
環
境
調
査 

気象調査 高田工事事務所が名立(149.9KP)地点に設置している気

象計測器により，過去の平均風速・最大風速・最多風向

に関する調査を行う。 

また，新名立大橋近傍に新規に設置する気象計測器によ

り，今後の平均風速・最大風速・最多風向に関する調査

を行う。 

既設気象計測器を利用して過去の調査を行い，新規の気

象計測器を利用して今後の調査を行う。また，地形デー

タや距離データに関しては，現地および図面にて確認を

行う。(集計は，12 月～2 月までの 3 ヶ月) 

飛来塩分量調査 下記に示す合計 19 箇所で飛来塩分量の調査を行う。 

土研式(2 箇所設置)………2 箇所 

表面拭き取り式……………暴露供試体 9体からそれぞれ

1 箇所ずつおよび実橋から 8 箇所の合計 17 箇所 

土研式，表面拭き取り式により行う。 

凍結防止剤散布量調査 新名立大橋における凍結防止剤の散布量調査を行う。 薬剤散布車の記録により行う。 

目
視
観
測 

ひび割れ，錆汁，塗膜，電

気防食装置の目視観測 

実橋および暴露供試体について，ひび割れ，錆汁，塗膜

劣化の発生時期，規模，位置や電気防食(配線，電源装

置，遠隔監視装置)の点検を行う。 

目視により行う。 

物
理
・
力
学
・
電
気
化
学
試
験 

打音法 鋼材腐食によるかぶりコンクリートのうきの調査を行

う。 

点検ハンマーにより行う。 

反発硬度法 コンクリートの反発硬度の確認を行う。 シュミットハンマーにより行う。 

自然電位法 鉄筋の腐食状況や位置の確認を行う。 自然電位方により行う。 

コア採取 Φ50 ㎜，L=100mm のコアを 8 本採取すう。(暴露供試体

のうち無対策桁および高流動コンクリート桁からそれ

ぞれ 4 本計 8 本) 

コアボーリングマシーンにより採取する。 

塩化物イオン含有塩量分析 採取したコアにより，塩化物イオン含有量の分析を行

う。また，採取したコアをスライスすることにより，表

面からの塩化物イオン濃度分布を把握する。(暴露供試

体のうち無対策桁および高流動コンクリート桁からそ

れぞれ 1 本計 2 本) 

無対策桁および高流動コンクリート桁から採取したコ

アからそれぞれ 1 本を割裂し，その一方を 2.0 ㎝ピッチ

でスライスし，濃度分布を計測する。 

中性深さの測定 採取したコアにより，中性深さの測定を行う。(暴露供

試体のうち無対策桁および高流動コンクリート桁から

それぞれ 1 本計 2 本) 

無対策桁および高流動コンクリート桁から採取したコ

アからそれぞれ 1 本を割裂し，その一方の割裂面にてフ

ェノールフタレイン法により行う。 

一軸圧縮試験 無対策桁および高流動コンクリート桁からそれぞれ 3本

のコアにより，強度の変化を取りまとめる。 

一軸圧縮試験により行う。 

保
守
点
検 

①通常点検 電源装置の運転状況の確認。 遠隔監視制御システムにより自動化 

②定期点検 電位の確認，防食効果の確認・試験・通電量の調整およ

び外観目視 

外観目視以外は，遠隔監視制御システムにより自動化 

③詳細点検 陽極，配線配管，電源装置のメンテナンス 目視により行う。 

①および②の外観目視以外に関しては，常時事務所で管理できるシステムとなっているため，現地に出向く必要はない。 

表 3.2.2 追跡調査期間 

 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目
（H13） （H14） （H15） （H16） （H17） （H18） （H19） （H20） （H21） （H22）

 気象調査

 飛来塩分量調査

 凍結防止剤散布量調査

目
視
観
測

ひび割れ, 錆汁,塗膜，電気
防食装置の目視観測

 打音法

 反発硬度法

 レーダ法

 自然電位法

 コア摂取

 塩化物イオン含有量分析

 中性化深さの測定

 一軸圧縮試験

 ①通常点検

 ②定期点検

 ③詳細点検

10年目以降

腐
食
環
境
調
査

物
理
・
力
学
・
電
気
化
学
試
験

保
守
点
検

項目 過去

5年間各月毎

1回/月

各月毎

1回/年

1回/年

目視観測により、損傷が確認されたときのみ

目視観測により、損傷が確認されたときのみ

1回/年

1回/年

常時

外観目視は1回/年、外観目視以外は常時
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3.3 外観目視 

3.3.1 目的 

実橋と桁供試体の現状を把握する。また，電気防食装置（配線，電源装置，遠望監視装置）の点

検（外観異常）も併せて行う。 

 

3.3.2 方法 

目視にて行う。 
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3.3.3 結果 

＜損傷図＞ 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.1 損傷図 
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＜変状経年比較＞ 

・チタンメッシュ工法 

表 3.3.1 変状経年比較（チタンメッシュ工法） 

平成 13 年（2001 年） 平成 14 年（2002 年） 平成 15 年（2003 年） 平成 16 年（2004 年） 平成 17 年（2005 年） 

    

 

平成 18 年（2006 年） 平成 19 年（2007 年 平成 20 年（2008 年） 平成 21 年（2009 年） 平成 22 年（2010 年） 

     

平成 23 年（2011 年） 平成 24 年（2012 年） 平成 25 年（2013 年） 平成 26 年（2014 年） 平成 27 年（2015 年） 

特徴的な変化なし 特徴的な変化なし 特徴的な変化なし 特徴的な変化なし 特徴的な変化なし 

平成 28 年（2016 年） 平成 29 年（2018 年） 平成 30 年（2019 年）   

特徴的な変化なし 
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・チタングリット工法 

表 3.3.2 変状経年比較（チタングリット工法） 

平成 13 年（2001 年） 平成 14 年（2002 年） 平成 15 年（2003 年） 平成 16 年（2004 年） 平成 17 年（2005 年） 

     

平成 18 年（2006 年） 平成 19 年（2007 年 平成 20 年（2008 年） 平成 21 年（2009 年） 平成 22 年（2010 年） 

     

平成 23 年（2011 年） 平成 24 年（2012 年） 平成 25 年（2013 年） 平成 26 年（2014 年） 平成 27 年（2015 年） 

     

平成 28 年（2016 年） 平成 29 年（2018 年） 平成 30 年（2019 年）   
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・チタンロッド工法 

表 3.3.3 変状経年比較（チタンロッド工法） 

平成 13 年（2001 年） 平成 14 年（2002 年） 平成 15 年（2003 年） 平成 16 年（2004 年） 平成 17 年（2005 年） 

     

平成 18 年（2006 年） 平成 19 年（2007 年 平成 20 年（2008 年） 平成 21 年（2009 年） 平成 22 年（2010 年） 

     

平成 23 年（2011 年） 平成 24 年（2012 年） 平成 25 年（2013 年） 平成 26 年（2014 年） 平成 27 年（2015 年） 

     

平成 28 年（2016 年） 平成 29 年（2018 年） 平成 30 年（2019 年）   
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・チタン溶射工法 

表 3.3.4 変状経年比較（チタン溶射工法） 

平成 13 年（2001 年） 平成 14 年（2002 年） 平成 15 年（2003 年） 平成 16 年（2004 年） 平成 17 年（2005 年） 

     

平成 18 年（2006 年） 平成 19 年（2007 年 平成 20 年（2008 年） 平成 21 年（2009 年） 平成 22 年（2010 年） 

     

平成 23 年（2011 年） 平成 24 年（2012 年） 平成 25 年（2013 年） 平成 26 年（2014 年） 平成 27 年（2015 年） 

     

平成 28 年（2016 年） 平成 29 年（2018 年） 平成 30 年（2019 年）   
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・無対策桁 

表 3.3.5 変状経年比較（無対策桁） 

 平成 13 年（2001 年） 平成 14 年（2002 年） 平成 15 年（2003 年） 平成 16 年（2004 年） 平成 17 年（2005 年） 平成 18 年（2006 年） 平成 19 年（2007 年 

海側 

       

下面 

       

陸側 

       

 平成 20 年（2008 年） 平成 21 年（2009 年） 平成 22 年（2010 年） 平成 23 年（2011 年） 平成 24 年（2012 年） 平成 25 年（2013 年） 平成 26 年（2014 年） 

海側 

       

下面 

       

陸側 

       

 平成 27 年（2015 年） 平成 28 年（2016 年） 平成 29 年（2018 年） 平成 30 年（2019 年）    

海側 

    

下面 

    

陸側 
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・塩害塗装桁 

表 3.3.6 変状経年比較（塩害塗装策桁） 

 平成 13 年（2001 年） 平成 14 年（2002 年） 平成 15 年（2003 年） 平成 16 年（2004 年） 平成 17 年（2005 年） 平成 18 年（2006 年） 平成 19 年（2007 年 

海側 

       

下面 

       

陸側 

       

 平成 20 年（2008 年） 平成 21 年（2009 年） 平成 22 年（2010 年） 平成 23 年（2011 年） 平成 24 年（2012 年） 平成 25 年（2013 年） 平成 26 年（2014 年） 

海側 

       

下面 

       

陸側 

       

 平成 27 年（2015 年） 平成 28 年（2016 年） 平成 29 年（2018 年） 平成 30 年（2019 年）    

海側 

    

下面 

    

陸側 
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・高流動コンクリート桁 

表 3.3.7 変状経年比較（高流度コンクリート桁） 

 平成 13 年（2001 年） 平成 14 年（2002 年） 平成 15 年（2003 年） 平成 16 年（2004 年） 平成 17 年（2005 年） 平成 18 年（2006 年） 平成 19 年（2007 年 

海側 

下面 

陸側 

 平成 20 年（2008 年） 平成 21 年（2009 年） 平成 22 年（2010 年） 平成 23 年（2011 年） 平成 24 年（2012 年） 平成 25 年（2013 年） 平成 26 年（2014 年） 

海側 

下面 

陸側 

 平成 27 年（2015 年） 平成 28 年（2016 年） 平成 29 年（2018 年） 平成 30 年（2019 年）    

海側 

 

下面 

 

陸側 
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3.4 打音法 

3.4.1 目的 

目視観測により損傷が確認された箇所について，鋼材腐食によるかぶりコンクリートのうきの有

無を調査するために行う。 

 

3.4.2 実施方法 

実橋については，チタン溶射方式による電気防食工法が施工されている箇所については，陽極か

ら何らかの悪影響を及ぼすことも考えられることから調査は行わない。また，供試体の内，塩害塗

装桁，炭素繊維巻き立て桁については打音検査より塗膜を傷つける可能性があることから調査は行

わない。 

また，チタン溶射方式による電気防食工法を施した桁供試体桁下面についても陽極材を傷つける

可能性があることから，桁側面のみ調査対象とした。表 3.4.1 に位置図を示す。 

 

表 3.4.1 位置図 

新名立大橋 

名 立 大 橋

近傍暴露桁

供試体 

 
 

3.4.3 結果 

新名立大橋，名立大橋近傍暴露桁供試体共に異常は認められなかった。 

 

3.5 反発硬度法 

3.5.1 目的 

圧縮強度を確認するためのものではなく，コンクリート表面の反発硬度が経年変化とともに，ど

のように変化するか確認する事を目的とする。 
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3.5.2 実施方法 

シュミットハンマーにて反発硬度を計測する。なお，実橋のうち，チタン溶射方式による電気防

食工法が施工されている箇所については，陽極から何らかの悪影響を及ぼすことも考えられること

から調査は行わない。 

また，桁供試体の内，チタン溶射桁，塩害塗装桁，炭素繊維巻き立て桁については，塗膜を傷つ

ける可能性があることから調査は行わないこととした。表 3.5.1 に位置図を示す。 

 

表 3.5.1 位置図 

新名立大橋

名 立 大 橋

近傍暴露桁

供試体

 
 

3.5.3 結果 

調査結果を以下に示す。 

表 3.5.2 調査結果一覧 

新名立大橋 名立大橋近傍暴露桁供試体 

 

 

3.6 塩化物イオン含有量分析 

3.6.1 目的 

桁供試体から採取したコアに対し，塩化物イオン含有量分析を行うことにより，それらの初期値

を得る。 
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3.6.2 実施方法 

桁供試体の無対策桁と高流動コンクリート桁から採取した各 4 本のコアのうち，それぞれ 1本を

割裂し，調査を行う。 

硬化コンクリート中に含まれる全塩分の簡易分析方法（JIS-SC5）に準拠して行う。 

 

3.6.3 結果 

調査結果を以下に示す。 

表 3.6.1 調査結果一覧 

無対策桁 

 

高流動 

コンクリート桁 

 

塩害塗装桁 

 

 

3.7 中性化深さの測定 

3.7.1 目的 

桁供試体から採取したコアに対し中性化深さの測定を行うことにより，これらの初期値を得る。 
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3.7.2 実施方法 

桁供試体の無対策桁と高流動コンクリート桁から採取した各 4 本採取したコアのうち，それぞれ

1 本を割裂し，割裂した一方の割裂面で中性化深さを測定する。 

採取したコア割裂面にフェノールフタレイン 1％溶液を噴霧して，変色しない領域（中性化領域）

をノギス等で計測する。 

フェノールフタレイン 1%溶液の調整は JIS K 8001 に準拠して行う。 

 

3.7.3 結果 

調査結果を以下に示す。 

表 3.7.1 調査結果一覧 

部材名 位置 ｺｱ経 番号 
H22 年調査結果 中性深さ(㎜) H17 年調

査結果 測点 1 測点 2 測点 3 測点 4 測点 5 測点 6 測点 7 測点 8 平均 

無対策桁 下面 Φ50 1 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0mm 

塩害塗装桁 下面 Φ50 2 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0mm 

高流動ｺﾝｸﾘｰﾄ桁 下面 Φ50 3 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5mm未満 0mm 

下部工 山側側面 Φ50 4 0.5mm未満 3.0 5.0 3.0 0.5mm未満 2.0 2.0 0.5mm未満 1.9 0mm 

下部工 海側側面 Φ50 5 2.0 0.5 1.0 2.0 0.5mm未満 0.5mm未満 0.5 0.5mm未満 0.8 0mm 

 

3.8 一軸圧縮試験 

3.8.1 目的 

桁供試体から採取したコアに対し一軸圧縮試験を行うことにより，これらの初期値を得る。 

 

3.8.2 実施方法 

桁供試体の無対策桁と高流動コンクリート桁から採取した各 4 本採取したコアのうち，それぞれ

3 本で行う。 

 

3.8.3 結果 

調査結果を以下に示す。 

表 3.8.1 調査結果一覧 

供試体 無対策桁 高流動コンクリート桁 

コア番号 №1 №2 №3 №1 №2 №3 

圧縮強度(N/㎟) 31.5 39.6 39.0 37.0 46.8 47.7 

平均(N/㎟) 39.3 47.3 

 

3.9 自然電位 

3.9.1 目的 

鉄筋の腐食状況や腐食箇所の確認を行う。 

 

3.9.2 実施方法 

電気防食桁以外の無対策桁，高流動コンクリート桁，無塩害塗装桁の 3 か所で，電磁波レーダ法

により自然電位の計測を行う。 
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3.9.3 結果 

平成 13 年度第 5 回打合せ時にて，自然電位法は取りやめとしている。 

しかし，第 6回打合せより，電気防食桁以外の無対策桁，高流動コンクリート桁，無塩害塗装桁

の 3 つで自然電位の計測を行うことになっている。 

表 3.9.1 に示すとおり，無対策桁，高流動コンクリート桁，無塩害塗装桁の 3つで自然電位が安

定している。 

表 3.9.1 調査結果一覧 

平成 13 年
（2001 年）

平成 14 年
（2002 年）

平成 15 年 
（2003 年） 

平成 16 年 
（2004 年） 

平成 17 年
（2005 年）

平成 18 年
（2006 年）

平成 19 年
（2007 年）

平成 20 年 
（2008 年） 

平成 21 年 
（2009 年） 

平成 22 年
（2010 年）

― 安定 安定 安定 安定 安定 安定 安定 安定 安定 

平成 23 年
（2011 年）

平成 24 年
（2012 年）

平成 25 年 
（2013 年） 

平成 26 年 
（2014 年） 

平成 27 年
（2015 年）

平成 28 年
（2016 年）

平成 29 年
（2017 年）

平成 30 年 
（2018 年） 

  

安定 安定 安定 安定 安定 安定 安定 安定   

 

第４章 詳細調査 

4.1 目的 

新名立大橋近傍の桁供試体の暴露試験の開始から 10 年の平成 22年度に，今後の劣化進行を継続的

に把握することを目的に，塩分量や中性化深さの調査を実施する。 

また，電気防食効果の確認を行う。 

 

4.2 位置図 

コアの採取位置を以下に示す。 

 

 

図 4.2.1 位置図 

 

4.3 調査項目・実施方法 

調査項目，調査方法を以下に示す。 

表 4.3.1 調査結果一覧 

調査項目 調査方法 

鉄筋腐食状況観察 コア孔底の鉄筋を露出させて，腐食状況を目視観測する。 

アルカリ量分析 

「建設省総合技術開発プロジェクト コンクリートの耐久性

向上技術の開発報告書<第二編> 3.3 コンクリート中の水溶

性アルカリ金属元素の分析方法（案）」に準拠した。 

拭き取り塩分量調査 「鋼橋塗装調査マニュアル JSSⅣ03-1993」に従い実施する。

EPMA 分析 
フランジ部にて採取したコア試料の切断面に対し EPMA 分析

（Cl）を実施する。 
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4.4 結果 

4.4.1 鉄筋腐食状況観察 

全ての桁において，鉄筋の腐食は点錆程度であり，塩害による腐食はない，もしくは軽微である

と考えられる。 

調査結果を表 4.4.1 に示す。 

表 4.4.1 鉄筋観測一覧 

チタンロッド方式桁 チタン溶射方式桁 

無対策桁 無対策桁（ひび割れ） 

塩害塗装桁 高流動ｺﾝｸﾘｰﾄ桁 
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4.4.2 アルカリ量分析 

各供試体のコンクリート総量は，1.97～2.6Kg/㎥であった。 

調査結果を表 4.4.2 に示す。 

表 4.4.2 調査結果一覧 

試験項目

試料名 

Na2O K2O R2O ｱﾙｶﾘ総量

(mg/g) (mass%) (mg/g) (mass%) (mg/g) (mass%) (kg/m3) 

チタンロッド方式桁 0.57 0.06 0.52 0.05 0.91 0.09 2.14 

チタン溶射方式桁 0.48 0.05 0.55 0.06 0.84 0.09 1.97 

無対策桁 0.63 0.06 0.56 0.06 1.00 0.10 2.35 

無対策桁(ひび割れ箇所) 0.80 0.08 0.48 0.05 1.12 0.11 2.63 

塩害塗装桁 0.52 0.05 0.52 0.05 0.86 0.08 2.02 

高流動コンクリート桁 0.66 0.07 0.63 0.06 1.07 0.11 2.51 

*Ｒ2Ｏ＝Ｎa2Ｏ+0.658×K2O 

*単位体積重量は 2,350 ㎏/㎥を使用 

 

4.4.3 拭き取り塩分量調査 

付着塩分量は，コンクリート表面は少なく，塩害塗装桁表面は多かった。 

塩害塗装桁表面の中で，側面より下面の方が付着塩分量は多かった。 

番号８～９は強風が吹いた後に，もう一度実施した結果である。 

下面の付着塩分量は，殆ど変化ないが，側面は海側，山側ともに付着塩分量が増加した。 

調査結果を表 4.4.3 に示す。 

表 4.4.3 拭き取り塩分量調査結果一覧 

番号 部材名 位置 日付 表面付着塩分量
(mg/m²) 備考 

1 無対策桁 下面 2010.11.08 8  

2 高流動ｺﾝｸﾘｰﾄ桁 下面 2010.11.08 24  

3 下部工 山側側面 2010.11.08 3  

4 下部工 海側側面 2010.11.08 5  

5 塩害塗装桁 下面 2010.11.08 1268  

6 塩害塗装桁 山側側面 2010.11.08 6  

7 塩害塗装桁 海側側面 2010.11.08 5  

8 塩害塗装桁 下面 2010.11.11 1059 2 回目 

9 塩害塗装桁 山側側面 2010.11.11 385 2 回目 

10 塩害塗装桁 海側側面 2010.11.11 340 2 回目 

  



-23- 

 

4.4.4 EPMA 分析 

（１）コンクリート表面から深さ方向のアルカリ量分布 

調査結果を表 4.4.4 に示す。 

表 4.4.4 コンクリート表面から深さ方向のアルカリ量分布一覧 

供試体名 チタンロッド方式桁 チタン溶射方式桁 無対策桁 

測定面 

炭素 

（C） 

ナトリウム

（Na） 

カリウム 

（K） 

結果概要 

ペースト部におけるナトリ

ウム，カリウムの濃度は，コ

ンクリートから深さ方向に

ほぼ均一であった 

ペースト部におけるナトリ

ウム，カリウムの濃度は，コ

ンクリートから深さ方向に

ほぼ均一であった 

ペースト部におけるナトリ

ウム，カリウムの濃度は，コ

ンクリートから深さ方向に

ほぼ均一であった 



-24- 

 

 

供試体名 塩害塗装桁 高流動コンクリート桁 無対策桁（ひび割れ箇所）

測定面 

炭素 

（C） 

ナトリウム

（Na） 

カリウム 

（K） 

結果 

概要 

ペースト部におけるナトリ

ウム，カリウムの濃度は，コ

ンクリートから深さ方向に

ほぼ均一であった 

ペースト部におけるナトリ

ウム，カリウムの濃度は，コ

ンクリートから深さ方向に

ほぼ均一であった 

ペースト部におけるナトリ

ウム，カリウムの濃度は，コ

ンクリートから深さ方向に

ほぼ均一であった 
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（２）コンクリート表面及びひび割れからの塩化物イオン浸透状況 

調査結果を表 4.4.5 に示す。 

表 4.4.5 コンクリート表面及びひび割れからの塩化物イオン浸透状況結果一覧 

供試体名 チタンロッド方式桁 チタン溶射方式桁 無対策桁 

測定面 

分析結果 

結果概要 

・塩化物イオンは，コンクリ

ート表面から深さ約 25mm の

浸透が確認された。 

・ハンチ部にて高濃度の塩化

物イオンが確認された。 

・塩化物イオンは，コンクリ

ート表面から深さ約 25mm の

浸透が確認された。 

・ハンチ部にて高濃度の塩化

物イオンが確認された。 

塩化物イオンは，コンクリー

ト表面から深さ約 25mm の浸

透が確認された。 

・ハンチ部にて高濃度の塩化

物イオンが確認された。 

コア採取塩

分測定結果

 

  

74mm

25mm

73mm

25mm

80mm

25mm
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供試体名 塩害塗装桁 高流動コンクリート桁 無対策桁（ひび割れ箇所）

測定面 

分析結果 

結果概要 

・塩化物イオンのコンクリー

ト内部への浸透は確認され

なかった。 

・ハンチ部の塩化物イオン

は，塗装表面に付着したもの

である。 

・塩化物イオンのコンクリー

ト内部への浸透は確認され

なかった。 

・ハンチ部の塩化物イオン

は，塗装表面に付着したもの

である。 

・塩化物イオンのコンクリー

ト内部への浸透は確認され

なかった。 

・ハンチ部の塩化物イオン

は，塗装表面に付着したもの

である。 

コア採取塩

分測定結果

 

  

79mm 80mm

30mm

80mm
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第５章 復極量調査（追跡調査） 

5.1 目的 

電気防食効果の有効性を評価することを目的として実施する。 

 

5.2 モニタリング方法 

電気防食工法の効果の確認を行う。 

防食効果は，通電 24 時間後の復極量を測定することにより確認する。 

記録は，ON 電位，インスタントオフ電位，通電停止 1時間後，4 時間後，24 時間後の電位を測定す

る。 

表 5.2.1 各測定状況（電流・電圧・電位） 

電流計測 電圧計測 電位計測 

  

 

 

5.3 モニタリング結果 

調査結果を表 5.3.1 に示す。 

表 5.3.1 調査結果一覧 

防

食

回

路

1 

 

チ

タ

ン

リ

ボ

ン

メ

ッ

シ

ュ

方

式

新名立大橋  復極量 平成 14 年（2002 年）7月～平成 30年（2018 年）11 月 

 

名立大橋近傍 暴露供試体  復極量 平成 14年（2002 年）7 月～平成 30年（2018 年）11 月 
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無停電電源装置の故障
（2008.4～2008.5）

データ取得の未実施
（2008.8）

データ取得の未実施
（2010.2～2010.5）

遠隔監視制御装置の不具合
（2012.10～2015.5）
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（2016.1～2016.10）
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防

食

回

路

2 

 

チ

タ

ン

グ

リ

ッ

ド

方

式

新名立大橋  復極量 平成 14 年（2002 年）7月～平成 30年（2018 年）11 月 

 

名立大橋近傍 暴露供試体  復極量 平成 14年（2002 年）7 月～平成 30年（2018 年）11 月 

 

防

食

回

路

3 

 

チ

タ

ン

ロ

ッ

ド

方

式

新名立大橋  復極量 平成 14 年（2002 年）7月～平成 30年（2018 年）11 月 

 

名立大橋近傍 暴露供試体  復極量 平成 14年（2002 年）7 月～平成 30年（2018 年）11 月 
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防

食

回

路

4 

 

チ

タ

ン

溶

射

方

式 

新名立大橋  復極量 平成 14 年（2002 年）7月～平成 30年（2018 年）11 月 

 

名立大橋近傍 暴露供試体  復極量 平成 14年（2002 年）7 月～平成 30年（2018 年）11 月 

 

 

5.4 復極量変動の原因 

5.4.1 背景 

平成 14 年（2002 年）～平成 23 年（2011 年）の復極量の推移より，新名立大橋のチタングリッ

ド ch1 の復極量が他の復極量と比べて著しく低い値を示しており，通年で防食基準 100mV を下回っ

ている。 

チタン溶射は ch1～4 でばらつきが大きい。 

遠隔監視制御装置の不具合や，遠隔監視装置と現地結果の電位の読み違いがある。 

 

5.4.2 不具合原因特定に向けた調査 

（１）照合電極電位調査 

１）目的 

埋設している照合電極が正常に機能しているかを確認するために実施した。 

 

２）実施方法 

埋設されている照合電極位置で，性能が確認された外部照合電極（飽和塩化銀電極）をコンク

リート表面に押し当て，プルボックスにて鉄筋の電位を測定。 
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３）調査結果 

表 5.4.1 調査結果一覧 

チタン溶射方式の照合電極電位調査結果 

 

 

チタンロッド方式の照合電極電位調査結果 
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（２）電流供給不具合調査 

１）目的 

電流供給不具合調査は，各ボックス間および現地ボックスと遠隔装置間が正しく継続されてい

るか確認するために桁部，橋台部，電源装置部で鋼材電位の測定を実施した。 

 

２）結果 

調査結果を表 5.4.2 に示す。 

表 5.4.2 鋼材電位測定結果 

 

 

（３）分配電流測定 

１）目的 

分配電流測定は，桁間および間の分配電流を測定することにより，各桁に均等に電流が供給さ

れているか，溶射被膜に異常がないかを確認するために実施した。 

 

２）結果 

調査結果を図 5.4.1 に示す。 

 

図 5.4.1 溶射皮膜調査結果 
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5.5 遠隔監視制御装置の不具合 

5.5.1 目的 

電気防食工法の効果検証及び維持管理上の課題を把握することを目的に，新名立大橋（平成 13

年度設置：架橋時），新名立大橋近傍暴露供試体について平成 13年度から継続的に調査を実施。 

新名立大橋および新名立大橋近傍暴露供試体の電気防食設備には，これまでも複数の不具合が生

じてきたが，平成 28 年度には長期のモニタリング不良や通電不良が発生した。 

このため，不具合状況を詳細に把握するために，平成 29 年度の通電再開作業後に，電気防食電

位計測と継続調査（復極量計測及び外観変状調査）を実施した。 

※これまでのモニタリングは，現地局舎内の遠隔監視制御装置表示値と高田河国ＰＣ集積データ

のみ（照合電 

極のみの評価）であり，主桁などの機能確認ができていなかったことから主桁ごとに機能状態を

確認することにした。 

 

5.5.2 不具合の経緯 

表 5.5.1 不具合の経緯一覧 

 実橋 供試体 その他 

平

成

13

年

（2001 年）

      

平

成

14

年

（2002 年）

    ・落雷により停電事故が発生直流電源装

置，遠隔監視装置に作動異常が生じた 

・避雷機器増設 

平

成

15

年

（2003 年）

  ・通電量が微小でノイズの影響 

・ノイズ対策実施（チタンメッシュ） 

  

平

成

16

年

（2004 年）

  ・遠隔システムに電流調整（チタンメッシ

ュ） 

・システムの設定を一時的に変更し，電流

値の再調整 

・モニタリング装置の故障 

・通信障害復旧作業 

・避雷器交換工事 

平

成

17

年

（2005 年）

      

平

成

18

年

（2006 年）

・遠隔制御システムにノイズ等が侵入し，

バグ発生，通信不能（チタンメッシュ，チ

タングリッド） 

・復旧作業を実施 

・遠隔システム通信不通減少（チタン溶射） 

    

平

成

19

年

（2007 年）

  ・通電が遮断 

→原因としては，避雷等による電源装置ト

ラブル（チタングリッド） 

・NTT 専用回線を利用し遠隔操作を実施 

・モデムに不具合 

平

成

20

年

（2008 年）

・停電電源装置の故障（全工法） 

・溶射皮膜の劣化，遠隔装置もしくは電源

装置の不具合（チタン溶射） 

・停電電源装置の故障（チタンメッシュ）

・電流電圧が遮断（チタングリッド） 

・原因不明の通電電流・電圧が増加（チタ

ングリッド） 

  

平

成

21

年

（2009 年）

・通電調整，電源装置等の不具合（チタン

溶射） 

・溶射皮膜の劣化，遠隔装置もしくは電源

装置の不具合（チタン溶射） 
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 実橋 供試体 その他 

平

成

22

年

（2010 年）

・モニタリングデータが未計測（全工法） 

→原因として，高田河川国道事務所におい

てデータの取得が未実施 

・モニタリングデータが未計測（全工法）

→原因として，高田河川国道事務所におい

てデータの取得が未実施 

・照合電極設置（チタンロッド，チタン溶

射） 

・電気防食装置に劣化，腐食 

・配線保護材の劣化とプルボックス内滞水 

・除湿材の新規取り換え 

平

成

23

年

（2011 年）

・照合電極取替え間違え発覚（チタングリ

ッド） 

  ・中継盤の汚れ・塗装剥がれ，錆 

・盤内板の錆 

・配線保護材の割れ，配管塗装の腐食 

・プルボックス蓋の外れ 

平

成

24

年

（2012 年）

    ・回線通信不能によりデータ回収不能 

→回線不通が判明 

・NTT 回線復活したが，データ回収不能 

→現地子局の警報 OFF にし，データ回収 

平

成

25

年

（2013 年）

・データ欠損 

・遠隔監視システムの不具合（チタンメッ

シュ，チタングリッド） 

・リード線皮膜モルタルの剥離及びリード

線樹脂皮膜の欠損（チタンロッド） 

  ・サージシェルタ，直流電源装置内アレス

タ：設置後メンテナンス，交換が未実施

・サージカウンタ：一時電源側の未計測

・供試体側，橋梁側アレスタ：固定端子の

腐食があるが置後交換未実施 

平

成

26

年

（2014 年）

・データ欠損 

・遠隔監視システムの不具合（チタンメッ

シュ，チタングリッド） 

・照合電極交換（チタングリッド） 

  ・供試体側アレスタ：交換 

・LED パトライト設置 

・モデム設定の不備により通信不通 

平

成

27

年

（2015 年）

照合電極交換（チタン溶射）     

平

成

28

年

（2016 年）

    ・遠隔監視装置のうちモニタリング装置に

エラー表示 

・直流電源装置の通電の不具合 

・ランプ，遠隔監視装置の不具合 

平

成

29

年

（2017 年）

・回線不良のため，データ消失（チタンメ

ッシュ，チタン溶射） 

・無通電期間あり（チタンメッシュ，チタ

ン溶射） 

・プルボックス内の断線，塗装皮膜欠損（チ

タン溶射） 

  ・VR装置を直流電源装置に切替監視子局

側に戻しても電源が入らない 

・NTT回線が摩耗により，電源が消失して

いる可能性がある 

平

成

30

年

（2018 年）

    ・データロガーの設置 

 

5.5.3 点検方法 

（１）通電作業 

無通電状態から通電する際には，分極試験により直流電源装置から流す防食電流量を調整する。 

分極試験の手順は，「コンクリートライブラリー107 電気化学的防食工法設計施工指針（案）

土木学会」に基づき実施する。 
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（２）遠隔システム 

１）目的 

遠隔監視システムの健全性を確認する。 

 

２）点検方法 

通電状況と鉄筋電位をテスターにより計測し，これと遠隔システム子局（現地）表示値との整

合を確認。 

直流電源装置（VR装置），子局と事務所内モニタリング PC との数値整合を確認（数値が記録で

きるかの確認）。 

 

（３）モニタリング装置 

１）目的 

本電気防食システムは全回路とも，桁から直流電源装置間にアレスター（落雷対策）が適用さ

れている。 

桁内に埋設された照合電極で計測された電位値が直流電源装置位置にて正確に表示されてい

る事を確認する。 

 

図 5.5.1 モニタニング装置一覧 

 

２）点検方法 

桁位置における鉄筋電位を計測する。 

直流電源装置までの区間で結線されている部位がある場合には，すべての結線部で測定を行う。 

アレスターの入口と出口における各照合電極の電位値を計測する。 

直流電源装置背面端子台，直流電源装置前面端子台にて同様に計測する。 

遠隔監視システムの表示値を記録し，すべての計測結果が一致しているかを確認する。 
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（４）分配電流測定 

１）目的 

電気防食システムは 1 回路当たり 4個の照合電極が設置されているが，照合電極が設置されて

いない桁の防食効果を確認にする。 

 

２）点検方法 

すべての桁に接続されているボックスの蓋を開け，陽極幹線ケーブルを確認する。 

各桁で分配されている陽極ケーブルにクリップオン電流計を接続し，電流値を読み取り，記録

する。 

桁相互の電流値が近似値となっているかを確認する。 

 

5.5.4.点検結果 

（１）無通電になった要因について 

電気防食の通電停止を行うには，下記３ケースとなる。 

①直流電源背面（基盤）の VR 装置を電源装置に切替えたうえで電流調整器により 0 とする

（図 5.5.2）。 

②直流電源背面（基盤）の VR 装置を監視子局（高田河国 PC）に切り替えたうえでモニタリ

ング PC により 0 とする。 

③遠隔監視制御装置の出力機で 0 とする。 

 

図 5.5.2 直流電源背面           図 5.5.3 遠隔監視制御装置 

 

これまでの継続調査においては，VR装置を一度直流電源装置に切り替えても，点検後に監視子

局に戻せば電源が回復していた（製造メーカーである日本防蝕へのヒアリングでも通常操作は同

様との回答）が，平成 29 年（2017 年）6 月 14 日に VR 装置を一度直流電源装置に切り替えた後

に監視子局に戻しても電源が入らないという現象が生じた。 

このことから，遠隔監視制御装置もしくは制御盤内で異常が生じており，VR 装置の切替えが正

常に作動しない状態となっており，これらを含む不具合により電源が消失した可能性が疑われる。 

また，名立局舎から高田河国内へはモデムを通じて NTT 電話回線により通信されているが，NTT

電話回線が摩耗劣化していたことも確認されているため，この劣化により異常信号が生じ電源が

焼失した可能性があるものの，原因の特定には至っていない。 
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（２）不具合箇所の確認①（電位の安定性：機器の健全性） 

装置・基盤の前後での電位を計測することで，避雷器基盤と制御盤で不具合が生じている可能

性が確認された。 

表 5.5.2 不具合箇所の確認結果 

 
 

（３）不具合箇所の確認②（桁への通電確認：電気防食機能の健全性） 

チタン溶射方式では分極のバラツキが大きく異常が生じていると言える。 

また，各桁への通電量（電流値）を確認した結果，チタン溶射区間のうち，G14，G16，G17，

G21，G23 で通電されていないことが判明したため，プルボックス内を調査したところ，破断が 6

箇所，断線が疑われる箇所が 3箇所確認された。 

溶射被膜の欠損も広範囲で生じており，チタン溶射区間では回線の破断とチタン溶射の摩耗に

よる陽極材の欠損で機能が消失していると言える。 

 
図 5.5.4 不具合箇所の確認結果 
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5.5.5 新たな方法による電気防食データの取得方法 

遠隔監視制御装置（CP-Watcher）の更新期間中にデータを収集することが困難なことから，作業

の容易性および経済性の観点からデータロガーによるモニタリングへ更新を図る。 

 

（１）データロガーの概要 

表 5.5.3 に示す。 

表 5.5.3 データロガー概要一覧 

 電流 電圧 電位 データ収集器 

電圧ロガー 

（LR5041） 

電圧ロガー 

（LR5043） 

電圧ロガー 

（LR5042） 

データコレクタ―（LR5092）

   
 

測定項目 直流電圧 1ch 直流電圧 1ch 直流電圧 1ch ― 

測定範囲 -50.00 〜 50.00 mV -50.00 〜 50.00 V -5.000 〜 5.000 V ― 

測定確度 
±0.5% rdg. ±5dgt. (23 

±5℃において ) 

±0.5% rdg. ±5dgt. (23 

±5℃において ) 

±0.5% rdg. ±5dgt. (23 

±5℃において ) 
― 

ロガー通信部 ― ― ― 赤外線通信 

内部メモリ 10 分：416 日 16 時間 10 分：416 日 16 時間 10 分：416 日 16 時間 ― 

寸法・質量 79W × 57H × 28D mm, 105 g 79W × 57H × 28D mm, 105 g 79W × 57H × 28D mm, 105 g 83W × 61H × 19D mm, 43 g

電源 
単 3 形アルカリ乾電池 

(LR6)×1 

単 3 形アルカリ乾電池  

(LR6)×1 

単 3 形アルカリ乾電池  

(LR6)×1 

DC5V  

(USB バスパワーで動作)

最大定格電力：0.5 VA 

電池寿命 約 2年 約 2年 約 2年 ― 

 

（２）試行設置 

設置立案に伴い，整合性確認のために 1 回路 1ch に試行設置を行った（平成 29 年（2017 年）

11 月 14 日～平成 29 年（2017 年）12 月 11 日） 

表 5.5.4 データロガー試行結果 

 
測定結果から，遠隔監視装置は故障しており正確な電位測定は困難だが，復極量計測のための

電源操作機能は現時点では機能していることが分かった。 

データロガーにより 10 分間隔の測定値を測定することで，従来の 3 時間間隔に比べて詳細な

データが得られる。また，詳細なデータを得ることで不具合発生時刻の把握や気象観測データと

の比較が可能となった。 

-5

0

5

10

15

20

25

30

0.200

0.250

0.300

0.350

0.400

0.450

0.500

0.550

0.600

0.650

2018/11/14 0:00 2018/11/17 0:00 2018/11/20 0:00 2018/11/23 0:00 2018/11/26 0:00 2018/11/29 0:00 2018/12/2 0:00 2018/12/5 0:00 2018/12/8 0:00 2018/12/11 0:00

気
温

（
℃

）

電
位

（
V）


